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令和７年 11月実施定期監査結果報告書 

 

１ 監査の対象 

  診療所（２施設） 

 

２ 監査の範囲 

今回の定期監査は、原則として監査の対象施設における令和６年度及び令和７年度の財務に関する

事務の執行全般にわたったものであるが、特に次の点に主眼を置いて実施した。 

⑴ 施設財産の管理状況について 

⑵ 現金及び物品の出納保管状況について 

⑶ 経理事務の処理状況について 

⑷ 諸帳簿の整備状況について 

 

３ 監査期間 

  令和７年 11月 19日から令和７年 11月 21日までのうち２日間 

 

４ 監査の実施施設及び実施年月日 

実施施設名 実施年月日 説 明 者 立 会 者 

二 又 診 療 所 令和７年 11月 19日 主任主事 小 田 真 美 
福祉部保健課 

課長補佐 佐藤 恵子  

広 田 診 療 所 令和７年 11月 21日 主  事 小 林 ヒカル 
福祉部保健課 

課長補佐 佐藤 恵子  

 

５ 監査の方法とその結果 

監査にあたっては、事前に提出を求めた資料に基づいて、施設の整備状況及び予算の執行状況につ

いて精査し、あらかじめ当日提出を求めていた帳簿等について、施設長等から聴取調査を実施すると

ともに、施設設備の管理状況については、必要に応じて現地調査を行った。 

地方自治法及び本市監査基準に基づき監査を実施した結果、施設管理、経理事務等について適正に

行われていると認めた。 

また、監査時に見受けられた軽易な事項等については、その都度関係者に注意、改善を促したので

記述を省略する。 

   

 ⑴ 施設財産の管理状況について 

二又診療所及び広田診療所（以下、「各診療所」という。）の施設財産の管理状況については、法 

  定点検を行うなど、適正に管理されていると認めた。 

各診療所の結果は、次のとおりである。 

 

   ア 広田診療所 

・ 施設については、良好に管理されていると認めた。 
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   イ 二又診療所 

・ 施設については、良好に管理されていると認めた。 

 

 ⑵ 現金及び物品の出納保管状況について 

   各診療所の現金の取扱いについては、定期的に金融機関への入金を行う等適正に処理されている

と認めた。また、医薬品の管理について、各診療所の様式を統一し、詳細な管理を検討されたい。 

 

 ⑶ 経理事務の処理状況について 

   予算執行については、年間配当予算内で執行されており、支払事務についても遅滞なく適正に行

われていることを認めた。 

 

 ⑷ 諸帳簿の整備状況について 

   諸帳簿については、法令等に準拠して整備されていると認めた。 

 

なお、監査時における各診療所の施設の整備状況、予算の執行等の概要は次のとおりである。 



６　監査時における施設等の概況

　⑴　施設の整備状況

（令和7年9月末日現在）

　⑵　職員の状況

（令和7年9月末日現在）

※　（　）は非常勤等職員の内書。

二 又 診 療 所
4

( 3 )
2 0 2

2
(2)

10
(3)

建

物

面 積

構 造

防 火 設 備

　　　　　　区　分

　施設名

人 人 人 人 人 人

広 田 診 療 所
4

( 3 )
3 0 3 0

10
(3)

医

師

看

護

師

准

看

護

師

事

務

職

員

患

者

輸

送

運

転

手

計

貯水槽 －箇所 貯水槽 －箇所

飲 料 水 供 給 源 上 水 道 上 水 道

消火器　　 2箇所 消火器 8箇所

2本 8本

消火栓（屋外） 1箇所 消火栓（屋内） －箇所

診 療 所 木 造 診 療 所 鉄筋コンクリート造

平 屋 建 平 屋 建

医 師 住 宅 － 医 師 住 宅 －

医 師 住 宅 － ㎡ 医 師 住 宅 － ㎡

車 庫 21.84 ㎡ 車 庫 16.60 ㎡

所 有 区 分 市 有 地 市 有 地

診 療 所 304.12 ㎡ 診 療 所 246.72 ㎡

　　　　　　施設名
　区　分

広 田 診 療 所 二 又 診 療 所

所 在 地 広田町字前花貝222番地2 矢作町字愛宕下31番地

敷 地 面 積 1,413.44 ㎡ 1,098.80 ㎡
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　⑶　現金の取扱保管の状況（令和7年4月1日～令和7年9月30日）

種　　類

一 部 負 担 金 円

使用料及び手数料

私 用 電 話 料

そ の 他

一 部 負 担 金

使用料及び手数料

私 用 電 話 料

そ の 他

　⑷　諸帳簿等の整備状況

（令和7年9月末日現在）

二 又 診 療 所

1 ○

2 ○

3 ○

4 ○

5 ○

6 ○

7 ○

8 ○

9 ○

10

※　斜線は不要または該当がないことを表す。

患 者 輸 送 車 運 行 日 誌 及 び 契 約 書

施 設 の 維 持 管 理 業 務 委 託 関 係 綴 ○

寄 附 採 納 に 関 す る 帳 簿

施 設 設 備 台 帳 （ 財 産 台 帳 副 簿 ） ○

復 命 書 綴 ○

医 薬 品 等 受 払 簿 ○

切 手 等 受 払 簿 ○

電 話 （ 私 用 ） 使 用 簿

防 火 管 理 関 係 綴 ○

物品（備品）受払・処分等管理台帳 ○

二 又 診 療 所
手提金庫を耐火金庫に
収納して保管後、指定
金融機関に納付

1,218,680

353,230

70

0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　施 設 名
　帳簿等名

広 田 診 療 所

施　設　名 金　額 保 管 方 法

2,578,090

636,270
広 田 診 療 所

手提金庫を耐火金庫に
収納して保管後、指定
金融機関に納付0

0
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　⑸　歳入予算の執行状況

　広田診療所 （令和7年9月末日現在）

(B)

(A)

診 療 収 入 33,699,000 円 11,696,802 円 11,382,122 円 314,680 円 ％

使用料及び手数料 5,294,000 1,409,370 1,160,340 249,030

財 産 収 入 0 0 0 0

繰 入 金 46,724,000 0 0 0

繰 越 金 0 0 0 0

諸 収 入 288,000 880 880 0

計 86,005,000 13,107,052 12,543,342 563,710

　二又診療所 （令和7年9月末日現在）

(B)

(A)

診 療 収 入 16,765,000 円 5,562,767 円 5,432,527 円 130,240 円 ％

使用料及び手数料 6,306,000 613,020 612,300 720

財 産 収 入 0 0 0 0

繰 入 金 88,418,000 0 0 0

繰 越 金 1,000 0 0 0

諸 収 入 254,000 27,170 50 27,120

計 111,744,000 6,202,957 6,044,877 158,080

　⑹　歳出予算の執行状況

　広田診療所 （令和7年9月末日現在）

(B)

(A)

総 務 費 71,505,000 円 36,726,772 円 31,043,655 円 34,778,228 円 ％

医 業 費 13,929,000 6,857,087 5,297,690 7,071,913

施 設 整 備 費 0 0 0 0

予 備 費 50,000 0 0 50,000

計 85,484,000 43,583,859 36,341,345 41,900,141

　二又診療所 （令和7年9月末日現在）

(B)

(A)

総 務 費 70,226,000 円 36,237,163 円 29,960,556 円 33,988,837 円 ％

医 業 費 11,353,000 4,365,805 2,288,883 6,987,195

施 設 整 備 費 29,623,000 26,298,800 7,800,000 3,324,200

予 備 費 50,000 0 0 50,000

計 111,252,000 66,901,768 40,049,439 44,350,232

　　　　　区　分
 科　目

支 出 済 額 予 算 残 額 執行率 ×100
予 算 現 額 支出負担行為額

(A) (B)

38.5

88.8

0.0

60.1

　　　　　区　分
 科　目

収 入 済 額 執行率 ×100

　　　　　区　分
 科　目

収 入 済 額 執行率 ×100

　　　　　区　分
 科　目

支 出 済 額 予 算 残 額 執行率

51.6

51.4

49.2

－

0.0

51.0

予 算 現 額 支出負担行為額

(A) (B)
×100

－

0.0

0.0

10.7

5.6

(A) (B) 未 済 額

33.2

9.7

0.3

15.2

予 算 現 額 調 定 額 収 入

34.7

26.6

－

0.0

－

予 算 現 額 調 定 額 収 入

(A) (B) 未 済 額
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　⑺　診療業務の状況

　広田診療所 （令和7年9月末日現在）

件 件 件

人 人 人

人 人 人

日 日 日

円 円 円

　二又診療所 （令和7年9月末日現在）

件 件 件

人 人 人

人 人 人

日 日 日

円 円 円

　⑻　患者輸送車の運行状況

　広田診療所 （令和7年9月末日現在）

日 人 日 人 日 人

　　　　　　　年　度
　区　分

比　　　較

診

療

報

酬

等

　　　　　　　年　度
　区　分

比　　　較

診

療

報

酬

等

月

計 8,710,165 8,662,090 48,075

一 部 負 担 金 1,206,810 1,253,630 △ 46,820

（R7.4.1～R7.9.30） （R6.4.1～R6.9.30）

計 17,234,206 16,786,419

計

8月

9月

6月

7月

5月

4月

日　数 人　員 日　数 人　員 日　数 人　員

令和7年度 令和6年度 比　　　較

そ の 他 875,031 591,943 283,088

社 会 保 険 710,200 649,128 61,072

後 期 高 齢 者 4,837,397 4,921,915 △ 84,518

国 民 健 康 保 険 1,080,727 1,245,474 △ 164,747

診 療 実 日 数 111 107 4

１ 日 平 均 外 来患 者数 11 11 0

外 来 患 者 延 人 数 1,182 1,217 △ 35

外 来 患 者 延 件 数 971 968 3

令和7年度 令和6年度

447,787

後 期 高 齢 者 8,924,965 9,040,200 △ 115,235

一 部 負 担 金 2,540,410 2,568,147 △ 27,737

そ の 他 1,602,166 904,263 697,903

社 会 保 険 1,868,358 1,735,274 133,084

国 民 健 康 保 険 2,298,307 2,538,535 △ 240,228

診 療 実 日 数 105 101 4

１ 日 平 均 外 来患 者数 24 25 △ 1

外 来 患 者 延 人 数 2,573 2,580 △ 7

外 来 患 者 延 件 数 2,132 2,241 △ 109

（R7.4.1～R7.9.30） （R6.4.1～R6.9.30）

令和7年度 令和6年度
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　二又診療所 （令和7年9月末日現在）

日 人 日 人 日 人

※　平成28年度からは委託事業。

　⑼　患者数及び診療収入の状況

　広田診療所 （令和7年9月末日現在）

人 円 人 円 人 円

　二又診療所 （令和7年9月末日現在）

人 円 人 円 人 円

月

月

6月

5月

7,847,004 1,217 8,070,147 △ 35 △ 223,143計 1,182

112,977

9月 222 1,432,936 199 1,368,767 23 64,169

8月 187 1,371,719 196 1,258,742 △ 9

227 1,533,655 187 1,348,499 40 185,156

7月 191 1,271,466 231 1,482,763 △ 40 △ 211,297

△ 9 △ 39,071

5月 163 1,025,827 203 1,360,904 △ 40 △ 335,077

4月 192 1,211,401 201 1,250,472

令和7年度 令和6年度 比　　　較

患 者 数 診 療 収 入 患 者 数 診 療 収 入 患 者 数 診 療 収 入

△ 7 △ 226,486計 2,573 15,669,720 2,580 15,896,206

△ 76 △ 542,458

9月 469 2,506,148 402 2,509,148 67 △ 3,000

8月 376 2,355,588 452 2,898,046

52 598,689

7月 536 3,182,305 538 2,750,418 △ 2 431,887

6月 385 2,394,611 333 1,795,922

426 2,782,156 433 2,960,014 △ 7 △ 177,858

4月 381 2,448,912 422 2,982,658 △ 41 △ 533,746

令和7年度 令和6年度 比　　　較

患 者 数 診 療 収 入 患 者 数 診 療 収 入 患 者 数 診 療 収 入

1 17

計 99 287 91 276 8 11

9月 17 61 16 44

3 7

8月 11 35 12 44 △ 1 △ 9

7月 19 54 16 47

△ 1 △ 8

6月 19 55 14 39 5 16

5月 16 40 17 48

4月 17 42 16 54 1 △ 12

令和7年度 令和6年度 比　　　較

日　数 人　員 日　数 人　員 日　数 人　員
月
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- 8 - 

 

令和７年 11月実施定期監査結果報告書 

  

１ 監査の対象 

市民協働部税務課 

消防本部 

 

２ 監査の範囲 

令和７年４月１日から９月 30 日までにおける財務に関する事務及び事務事業の執行状況を対象と

し、監査項目は次の項目を設定した。 

部課等名 監 査 項 目 

市民協働部税務課 収入事務、契約事務、補助金交付事務、事務事業の執行状況 

消防本部 収入事務、契約事務、補助金交付事務、事務事業の執行状況 

 

３ 監査期間 

  令和７年 10月 28日から 11月 25日まで 

 

４ 監査の方法 

監査にあたっては、財務を中心に所管事務事業にかかる資料を事前に求め、予算執行及び事務事業

の執行の手続きが適正か、かつ計画的、効率的に行われているか等の観点から、次の関係諸帳簿等の

書面監査を中心に行った。 

また、事務事業の執行、管理状況等については、事前調査結果をもとに監査委員が指定し、関係職

員から説明聴取する方法で監査を行った。 

監 査 項 目 主 な 関 係 諸 帳 簿 等 

収入事務 収入調定票、減免状況調及び減免申請書、歳入予算執行状況調等 

契約事務 支出負担行為票、契約状況調、契約事務原議（伺）書等 

補助金交付事務 支出負担行為票、補助金交付状況調、補助金交付事務原議（伺）書等 

事務事業の執行状況 歳出予算執行計画、歳出予算執行状況表、主要事業の執行状況等 

 

５ 事前提出資料 

⑴ 歳入予算執行状況調 

⑵ 市税・国民健康保険税の歳入予算執行状況調 

⑶ 市民税、固定資産税、軽自動車税及び国民健康保険税の減免状況調 

⑷ 印刷製本費、委託料、賃借料、工事請負費、備品購入費の契約状況調 

⑸ 補助金の交付状況調 

⑹ 事務事業の歳出予算執行状況調 

 

６ 監査の結果 

  地方自治法及び本市監査基準に基づき監査を実施した結果、事務事業については概ね適正に執行さ

れていると認めた。 

 なお、その他の事務処理上の書類の不備及び軽易な事項等については、その都度関係者に注意、改

善を促したので記述を省略する。 

監査の対象課等ごとの結果は、次のとおりである。 
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市民協働部税務課 

【一般会計】 

⑴ 収入事務について 

令和７年度の収入事務は次のとおりである。 

調定額合計は 1,970,775,771円、収入済額合計は 1,068,485,021円で、収入率は 54.2％となって

おり、調定事務等は適正に執行されていると認めた。 

市税の収入率は 53.7％で、前年度同期と比較すると 0.6ポイント増加している。 

また、市民税、固定資産税及び軽自動車税の減免状況については、法人市民税が 52件、固定資産

税が 145件、軽自動車税が 100件となっており、調定事務、減免事務いずれも適正に執行されてい

ると認めた。 

 

                          （令和７年９月末日現在）（単位：円、％） 

目 節 
予算現額 調定額 収入済額 収入率 

（A） （B） （C） (C)/(B)×100 

市民税（個人）   614,324,000 682,019,770 234,604,189 34.4 

市民税（法人）   62,588,000 44,341,700 42,754,000 96.4 

固定資産税   982,684,000 1,055,095,804 616,514,510 58.4 

国有資産等所在市

町村交付金 
現年課税分 30,504,000 30,504,000 30,504,000 100.0 

環境性能割 現年課税分 3,540,000 1,936,000 1,936,000 100.0 

軽自動車税   68,440,000 71,780,400 68,404,500 95.3 

市たばこ税 現年課税分 123,463,000 63,601,465 52,272,690 82.2 

入湯税 現年課税分 3,370,000 1,454,025 1,454,025 100.0 

新型コロナウイル

ス感染症対応地方

税減収補填特別交

付金 

 245,000 0 0 - 

総務手数料 
総務管理手数料 868,000 666,650 665,150 99.8 

徴税手数料 305,000 145,000 145,000 100.0 

総務費委託金 徴税費委託金 25,212,000 17,836,668 17,836,666 100.0 

延滞金 延滞金 2,121,000 1,392,691 1,392,691 100.0 

滞納処分費 滞納処分費 662,000 0 0 - 

雑入 雑入 6,000 1,000 1,000 100.0 

合  計 1,918,332,000 1,970,775,771 1,068,485,021 54.2 

 

市税の収入状況                  （令和７年９月末日現在）（単位：円、％） 

区  分 
予算現額 調定額 収入済額 収入率 

（A） （B） （C） (C)/(B)×100 

現年課税分 1,874,572,000 1,871,835,427 1,042,130,352 55.7 

滞納繰越分 14,341,000 78,898,337 6,314,162 8.0 

令和７年度市税合計 1,888,913,000 1,950,733,764 1,048,444,514 53.7 

令和６年度市税合計 1,806,079,000 1,842,010,703 978,189,895 53.1 

対前年度比較増減 82,834,000 108,723,061 70,254,619 
ポイント 

0.6 
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  市民税等の減免                                       （令和７年９月末日現在） 

区  分 減免件数 減免金額 
    件 円 

法人市民税 市税条例第 53条第 1項第 5号 52 3,105,000 

固定資産税 
市税条例第 70条第 1項第 1号 34 803,000 

市税条例第 70条第 1項第 2号 111 7,613,700 

軽自動車税 

市税条例第 86条の 2第 1項 35 320,300 

市税条例第 87条第 1項第 1号 57 548,600 

市税条例第 87条第 1項第 2号 8 83,100 

 

⑵ 契約事務について 

   令和７年度の委託契約及び賃借契約の状況は次のとおりである。 

   契約事務については、適正に実施されていると認めた。 

 

委託契約                              （令和７年９月末日現在） 

業 務 名 契約金額 支出済額 契約先 

  円 円   

市税賦課計算業務（住民税） 3,918,475 3,144,887 株式会社アイシーエス 

市税賦課計算業務（軽自動車税） 815,639 815,639 株式会社アイシーエス 

市税賦課計算業務（固定資産税） 6,437,717 0 株式会社アイシーエス 

宅地評価基礎データ調査業務 10,340,000 0 株式会社パスコ盛岡支店 

固定資産税標準宅地及び標準農地等鑑

定評価業務 
9,533,920 0 

協同組合岩手県資産評価シ

ステムセンター 

森林資源航空レーザ計測及び森林解析

並びに航空写真撮影及びデジタルオル

ソ作成業務 

13,990,106 0 株式会社パスコ盛岡支店 

 （注１）監査対象 12件のうち、監査委員事務局が指定したものを抽出。 

 

賃貸借契約                           （令和７年９月末日現在） 

業 務 名 契約金額 支出済額 契約先 

  円 円   

市県民税課税支援システム賃貸借 2,059,200 0 株式会社リードコナン 

 （注１）監査対象 5件のうち、監査委員事務局が指定したものを抽出。 

 

⑶ 事務事業の執行状況について 

令和７年度の事務事業の執行状況は次のとおりである。 

所管事務事業の予算額合計は 100,293,000 円、支出負担行為額合計は 71,043,368 円で、執行率

は 70.8％となっている。 

支出事務は、適正に処理されていると認めた。 
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（令和７年９日現在）（単位：円、％） 

事務事業名 
予算現額 支出負担行為額 支出済額 執行率 

（A） （B） （C） (B)/(A)×100 

税務課管理事務費 169,000 42,160 42,160 24.9 

賦課事務費 53,411,000 33,466,113 16,490,098 62.7 

事務事業名 
予算現額 支出負担行為額 支出済額 執行率 

（A） （B） （C） (B)/(A)×100 

徴収事務費 5,993,000 3,664,172 2,811,594 61.1 

納税奨励事務費 5,211,000 0 0 0.0 

土地評価替事業費 34,839,000 33,864,026 0 97.2 

滞納処分事務費 670,000 6,897 2,717 1.0 

合  計 100,293,000 71,043,368 19,346,569 70.8 

 

【国民健康保険特別会計（事業勘定）】 

⑴ 収入事務について 

   令和７年度の収入事務は次のとおりである。 

   調定額合計は 403,109,459円、収入済額合計は 142,901,880円で収入率は 35.4％となってい

る。調定事務は適正に執行されていると認めた。 

   国民健康保険税の収入率は 35.3％で、前年度同期と比較すると 0.8ポイント増加している。 

   また、国民健康保険税の減免状況については、0件となっており、調定事務、減免事務いずれに

ついても適正に執行されていると認めた。 

 

（令和７年９月末日現在）（単位：円、％） 

目 節 
予算現額 調定額 収入済額 収入率 

（A） （B） （C） (C)/(B)×100 

国民健康保険税 

医療給付費分現年課税分 230,227,000 242,445,400 94,154,615 38.8 

介護納付金分現年課税分 27,516,000 29,905,000 10,410,058 34.8 

後期高齢者支援金分現年

課税分 
78,514,000 82,632,500 31,451,227 38.1 

医療給付費分滞納繰越分 8,009,000 30,823,568 4,076,664 13.2 

介護納付金分滞納繰越分 1,327,000 6,107,086 777,216 12.7 

後期高齢者支援金分滞納

繰越分 
2,667,000 10,534,605 1,370,800 13.0 

督 促 手 数 料 督促手数料 116,000 43,900 43,900 100.0 

総務費国庫補助

金 

総務管理費補助金子ど

も・子育て支援事業費補

助金 

3,899,000 0 0 0.0 

延滞金 一般被保険者延滞金 1,113,000 617,400 617,400 100.0 

合  計 353,388,000 403,109,459 142,901,880 35.4 
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国民健康保険税の収入状況             （令和７年９月末日現在）（単位：円、％） 

区  分 
予算現額 調定額 収入済額 収入率 

（A） （B） （C） (C)/(B)×100 

現年課税分 336,257,000 354,982,900 136,015,900 38.3 

滞納繰越分 12,003,000 47,465,259 6,224,680 13.1 

令和７年度国民健康保

険税合計 
348,260,000 402,448,159 142,240,580 35.3 

令和６年度国民健康保

険税合計 
349,545,000 416,922,584 144,044,554 34.5 

対前年度比較増減 △1,285,000 △14,474,425 △14,474,425 
ポイント 

0.8 

 

⑵ 契約事務について 

   令和７年度の賃借契約の状況は次のとおりである。 

   契約事務については、適正に実施されていると認めた。 

 

賃貸借契約                            （令和７年９月末日現在） 

業 務 名 契約金額 支出済額 契約先 

  円 円   

自動車借上料 343,200 114,400 有限会社ユウキ商会 

 （注１）監査対象 1件 

 

⑶ 事務事業の執行状況について 

   令和７年度の事務事業の執行状況は次のとおりである。 

   所管事務事業の予算現額合計は 15,903,000 円、支出負担行為額合計は 8,007,940 円で執行率は

50.4％となっている。 

   支出事務は、適正に処理されていると認めた。 

 

（令和７年９月末日現在） 

事務事業名 
予算現額 支出負担行為額 執行率 

（A） （B） (B)/(A)×100 

賦課徴収事務費 9,903,000 3,351,040 33.8 

還付金及び還付加算金 6,000,000 4,656,900 77.6 

合  計 15,903,000 8,007,940 50.4 

 

（税収の確保） 

 市税は、市財政の根幹をなすものであり、住民サービスの原資となるものであるから、税の公平性

の確保の観点から、滞納者対策に努めるとともに、引き続き賦課・徴収事務について尽力されたい。 

また、市税に対する期限内納付の推進と納税意識の維持向上に取り組まれたい。 

 

消防本部 

⑴ 収入事務について 

令和７年度の収入事務は次のとおりである。 

調定額合計、収入済額合計とも 173,750 円で、収入率は 100.0％となっており、調定事務等は適

正に執行されていると認めた。 
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（令和７年９月末日現在）（単位：円、％） 

目 節 
予算現額 調定額 収入済額 収入率 

（A） （B） （C） (C)/(B)×100 

総務使用料 総務管理使用料 0 88,356 88,356 100.0 

消防使用料 消防使用料 1,000 15,994 15,994 100.0 

消防手数料 消防手数料 200,000 45,000 45,000 100.0 

雑入 雑入 30,000 24,400 24,400 100.0 

市債 消防債 384,300,000 0 0 - 

合計 384,531,000 173,750 173,750 100.0 

 

⑵ 契約事務について 

令和７年度の委託料、賃借料、工事請負費及び備品購入費の契約状況は次のとおりである。 

契約事務については、適正に執行されていると認めた。 

 

委託契約                             （令和７年９月末日現在） 

業務名 契約金額 支出済額 契約先 

消防救急デジタル無線設備保守管

理業務 
3,850,000 0 

株式会社富士通ゼネラル東北情報

通信ネットワーク営業部 

消防指令システム設備保守管理業

務 
6,116,000 0 

株式会社富士通ゼネラル東北情報

通信ネットワーク営業部 

（注１）監査対象 12件のうち、監査委員事務局が指定したものを抽出。 

 

賃借契約                            （令和７年９月末日現在） 

業務名 契約金額 支出済額 契約先 

  円 円   

土地賃貸借 302,100 0 土地所有者 9名分 

（注１）監査対象 8件のうち、監査委員事務局が指定したものを抽出。 

  

備品購入契約                          （令和７年９月末日現在） 

業務名 契約金額 支出済額 契約先 
  円 円   

空気呼吸器用空気ボンベの購入 363,000 0 株式会社岩野商会 

消防団備品購入 330,000 330,000 株式会社岩手総合商事 

高規格救急自動車購入 37,840,000 0 
岩手トヨタ自動車株式会社大船渡

店、株式会社三櫻 

（注１）監査対象 4件のうち、監査委員事務局が指定したものを抽出。 

 

⑶ 事務事業の執行状況について 

令和７年度の事務事業の執行状況は次のとおりである。 

所管事務事業の予算現額合計は 532,359,000円、支出負担行為額合計は 263,947,204円で、執行

率は 49.6％となっており、支出事務は適正に処理されていると認めた。 
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（令和７年９月末日現在）（単位：円、％） 

事務事業名 
予算現額 支出負担行為額 支出済額 執行率 

（A） （B） （C） (B)/(A)×100 

消防防災センター維持管理事業費 17,029,000 9,476,060 6,984,813 55.6 

消防本部事務費 24,478,000 10,574,967 9,507,144 43.2 

救急高度化推進事業費 5,662,000 2,978,760 2,255,615 52.6 

救急救命士養成事業費 366,000 356,139 356,139 97.3 

消防団運営費 74,242,000 24,900,191 23,002,528 33.5 

消防団長交際費 200,000 23,000 23,000 11.5 

消防施設改修事業費 12,703,000 49,500 49,500 0.4 

消火栓設置事業費 7,840,000 0 0 0.0 

高規格救急車整備事業費 39,767,000 37,840,000 0 95.2 

消防通信指令設備保守整備事業費 13,921,000 10,621,576 509,276 76.3 

いわて消防指令共同化推進事業費 352,170,000 176,390,964 176,390,964 50.1 

水防活動事業費 1,010,000 212,107 212,107 21.0 

合計 532,359,000 263,947,204 212,306,273 49.6 

 

（地域の消防団活動による防災意識の向上） 

消防本部と各地区消防団が連携して実施している防災訓練は、地域住民が安心して生活するうえで

欠かせない取組でありその重要性は大きい。今後も、消防団員の充足率向上に向け、消防団活動に対し、

地域住民の理解と協力をより一層得られるよう対応を講じられたい。 

また、消防団員が自然災害への出動をはじめ、多岐にわたる災害対応に昼夜問わず尽力していること

は十分に理解するところである。市民の生命と財産を守る使命を担う立場として、引き続きその職務に

誠実に取り組まれることを期待する。 

 


